
「
二
〇
歳
に
な
っ

た
ら
国
民
年
金
」
と

い
う
Ｐ
Ｒ
を
耳
に
し

た
こ
と
が
あ
り
ま
す

か
。就

職
先
で
厚
生
年

金
保
険
や
共
済
組
合

に
加
入
し
て
い
る
方

に
は
直
接
関
連
は
あ

り
ま
せ
ん
が
、
学
生

や
フ
リ
ー
タ
ー
等
の

厚
生
年
金
保
険
や
共

済
組
合
に
加
入
し
て

い
な
い
方
も
、
二
〇

歳
か
ら
六
〇
歳
ま
で

は
何
ら
か
の
年
金
制

度
（
図
表
参
照
）
に

加
入
し
ま
す
。

こ
の
年
金
制
度
が

ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に

関
係
し
て
い
る
こ
と

を
ご
存
知
で
し
ょ
う

か
。

Ａ
さ
ん
と
Ｂ
さ
ん
の
人
生
に
起

こ
る
様
々
な
の
イ
ベ
ン
ト
が
年
金

と
ど
の
よ
う
に
か
か
わ
っ
て
い
る

の
か
、
順
を
追
っ
て
み
て
行
き
ま

し
ょ
う
。

今
回
の
登
場
人
物
は
、
Ａ
さ
ん

（
女
性
）
で
す
。

Ａ
さ
ん
は
、
高
校
を
卒
業
し
て

す
ぐ
に
民
間
企
業
へ
正
社
員
で
就

職
。
し
か
し
、
バ
ブ
ル
不
況
に
翻

弄
さ
れ
、
勤
務
先
が
倒
産
。
三
〇

歳
で
無
職
と
な
り
、
そ
の
後
三
十

二
歳
で
結
婚
。
夫
は
公
務
員
で
、

い
わ
ゆ
る
専
業
主
婦
と
し
て
五
十

九
歳
ま
で
過
ご
す
、
と
い
う
設
定

で
す
。
さ
て
、
Ａ
さ
ん
の
ラ
イ
フ

ス
テ
ー
ジ
で
は
、
年
金
制
度
が
ど

の
よ
う
に
か
か
わ
っ
て
い
く
の
で

し
ょ
う
か
。

次
回
、
Ａ
さ
ん
の
ラ
イ
フ
・
イ

ベ
ン
ト
と
年
金
制
度
を
ご
紹
介
し

ま
す
。

前
回
の
国
会
で
、
『
過
労
死
等

防
止
対
策
推
進
法
』
が
制
定
さ
れ

ま
し
た
。

こ
の
法
律
の
目
的
は
、
過
労
死

等
が
多
発
し
大
き
な
社
会
問
題
と

な
っ
て
い
る
こ
と
や
、
過
労
死
等

が
本
人
と
そ
の
遺
族
又
は
家
族
と

と
も
に
社
会
に
と
っ
て
も
大
き
な

損
失
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
過
労
死

等
に
関
す
る
調
査
研
究
等
に
つ
い

て
定
め
、
過
労
死
等
の
防
止
の
た

め
の
対
策
を
推
進
す
る
こ
と
で
、

過
労
死
等
の
な
い
、
仕
事
と
生
活

を
調
和
さ
せ
、
健
康
で
充
実
し
て

働
き
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
社
会

の
実
現
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
六
年

十
一
月
一
日

か
ら
施
行
さ
れ
て

い
ま
す
。

こ
の
法
律
の
施
行
に
伴
い
、
平

成
二
十
六
年
十
一
月
一
日
（
土
）

か
ら
十
一
月
三
〇
日
（
日
）
ま
で

の
一
か
月
間
、
「
過
重
労
働
解
消

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
を
実
施
し
ま
す
。

今
回
の
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
で
は
、
次

の
五
つ
の
取
り
組
み
を
予
定
し
て

い
ま
す
。

①

労
使
の
主
体
的
な
取
組
み
を

促
進キ

ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施
に
先
立
っ

て
、
厚
生
労
働
大
臣
、
副
大
臣
、

大
臣
政
務
官
が
、
使
用
者
団
体
や

労
働
組
合
に
対
し
、
長
時
間
労
働

削
減
に
向
け
た
取
組
に
関
す
る
周

知
・
啓
発
な
ど
の
実
施
に
つ
い
て
、

協
力
要
請
を
行
い
、
労
使
の
主
体

的
な
取
組
み
を
促
進
す
る
。

②

重
点
監
督
を
実
施

若
者
の
「
使
い
捨
て
」
（
離
職

率
が
極
端
に
高
い
な
ど
）
が
疑
わ

れ
る
事
業
場
や
、
長
時
間
の
過
重

労
働
に
よ
る
過
労
死
等
の
労
災
請

求
が
行
わ
れ
た
事
業
場
に
対
し
て

重
点
監
督
を
実
施
す
る
。

③

電
話
相
談
の
実
施

十
一
月
一
日
（
土
）
九
時
か
ら
十

七
時
の
間
「
過
重
労
働
解
消
相
談

ダ
イ
ヤ
ル
」
（
通
話
料
無
料
）

を
全
国
一
斉
に
実
施
し
、
都
道
府

県
労
働
局
の
担
当
官
が
、
相
談
に

対
す
る
指
導
・
助
言
を
行
う
。

④

周
知
・
啓
発
を
実
施

使
用
者
等
へ
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の

配
布
、
広
報
誌
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

の
活
用
に
よ
り
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

の
趣
旨
な
ど
を
広
く
周
知
す
る
。

⑤

企
業
に
お
け
る
自
主
的
な
過

重
労
働
防
止
対
策
を
推
進

事
業
主
、
労
務
担
当
責
任
者
等

を
対
象
に
、
全
国
八
か
所
（
北
海

道
、
宮
城
、
東
京
、
愛
知
、
大
阪
、

広
島
、
香
川
、
福
岡
）
で
計

十

回
、
「
過
重
労
働
解
消
の
た
め
の

セ
ミ
ナ
ー
」
を
実
施
す
る
。

こ
の
機
会
に
「
長
時
間
労
働
」

や
「
過
重
労
働
」
等
を
点
検
し
、

過
労
に
よ
る
事
故
等
の
防
止
対
策

の
提
案
を
行
っ
て
み
て
は
い
か
が

で
し
ょ
う
か
。
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年
金
加
入
か
ら

ス
タ
ー
ト

登
場
人
物
を
紹
介
し
ま
す

今
月
か
ら
約
一
年
に
わ
た
り
、
国
民
年
金
・
厚
生

年
金
保
険
・
共
済
年
金
（
公
的
年
金
制
度
）
と
ラ
イ

フ
ス
テ
ー
ジ
と
の
関
係
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

法
律
が
ス
タ
ー
ト

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
実
施

国民年金基金

厚生年金基金

（代行部分）

（職域相当部分）

共済年金

（公務員等）民間サラリーマン

厚生年金保険

（自営業者等）

第1号
被保険者

第2号被保険者
の被扶養配偶者

第3号被保険者 第2号被保険者

公的年金制度の体系

図表

国民年金（基礎年金）



十
日

○
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得

届
の
提
出
（
十
月
以
降
に
採
用
し

た
労
働
者
が
い
る
場
合
）

﹇
公
共
職
業
安
定
所
﹈

○
労
働
保
険
一
括
有
期
事
業
開
始

届
の
提
出
（
前
月
以
降
に
一
括
有

期
事
業
を
開
始
し
て
い
る
場
合
）

﹇
労
働
基
準
監
督
署
﹈

○

十
月
分
源
泉
所
得
税
・
住
民
税

の
納
付

﹇
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
﹈

十
四
日

○

労
働
保
険
料
の
第
二
期
分
の
口

座
振
替
納
付

三
十
日
（
十
二
月
一
日
期
限
）

○
十
月
分
健
保
・
厚
年
保
険
料
の

納
付

﹇
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
﹈

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報

告
書
の
提
出

﹇
年
金
事
務
所
﹈

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・

納
付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提

出

﹇
公
共
職
業
安
定
所
﹈

そ
の
他

○

年
末
調
整
の
申
告
書
配
布
と
回

収
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今
年
の
紅
葉
は
、
こ
の
数
年

間
に
比
べ
て
長
く
鑑
賞
で
き
そ

う
な
気
象
だ
そ
う
で
す
。

一
方
、
十
一
月
は
二
回
、
土

曜
日
か
ら
月
曜
日
ま
で
の
三
連

休
が
あ
り
ま
す
。

今
年
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
た
過

労
死
防
止
法
に
あ
わ
せ
て
“
働

き
方
”
を
見
直
し
て
み
ま
せ
ん

か
。

（
ぎ
ん
）

十
一
月
の
労
務
手
続

﹇
提
出
先
・
納
付
先
﹈

藤田社会保険労務士事務所

e-mail
k-fujita@k-fujita-sr.com

URL http://k-fujita-sr.com

TEL・FAX 075-571-8611

〒601-1456
京都市伏見区小栗栖南後藤町6-26-203

Q 3年間アルバイトをしています。何か資格を取ってみたいのですが、受講料が高く

て悩んでいます。良い方法はありますか。雇用保険も3年間入っています。

編
集
後
記

Ａ まずは、教育訓練給付制度を利用できる講座の中から希望される講座を受講してみて

はいかがでしょうか。

教育訓練給付制度とは、一定の要件を満たす雇用保険の一般被保険者（在職者）または一般

被保険者であった方（離職者）が利用できる雇用保険の給付制度です。

上記以外で一定の要件を満たした場合、専門実践教育訓練給付金や教育訓練支援給付金を

受給できることがあります。（複数同時には受給できません。）

なお、厚生労働大臣の指定する教育訓練講座を受講して修了した場合に支給されますので、

講座を選ぶ際には厚生労働大臣指定教育訓練講座であることを十分確認してください。

受講開始日現在で雇用保険の被保

険者であった期間が3年以上（初め

て支給を受けようとする方は1年以

上）あること。

前回の教育訓練給付金受給から今

回受講開始日前までに3年以上（平

成26年10月1日前に教育訓練給付

金を受給した場合を除く）経過して

いること。

教育訓練施設に支払った教

育訓練経費の20%相当額

（10万円を超える場合は

10万円、4千円を超えない

場合は支給されない）

名 称 支給対象者

一般教育訓練給付金

支給額


